
第５回「近畿における雇用労働力」
（2015年農林業センサスミニ分析）

○ 近畿における常雇者数は9,257人で、雇用者を主な労働力とする株式会社の増加等により、
10年間で40％増加。

○ 組織形態別の常雇導入割合をみると、株式会社等では64％が常雇いを導入。
○ 常雇いを10人以上雇用した経営体数をみると、株式会社等は94経営体で、10年間で68％増
加。

○ 年齢別の常雇者数割合は、株式会社等では若者の積極的な雇用により、44歳以下の割合が
52％。

１ 常雇者数が10年間で40％増加

近畿農政局統計部

常雇者数の推移
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注：近畿農政局統計部による組替集計

単位：経営体

稲作 1
露地野菜 5
施設野菜 11

果樹類 4
花き･花木 9

その他 1
畜産 5

単位：経営体

稲作 10
露地野菜 7
施設野菜 23

果樹類 4
花き･花木 15

その他 14
畜産 21
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○ 部門別の常雇者数は、施設野菜が1,159人で最も多く、10年間で550人（90％）増加。

また、果樹類、露地野菜、稲作についても大きく増加。

○ 常雇者数の男女別割合は、多くの部門で男性が過半を占めているが、生産物が軽量で丁

寧な扱いが必要な施設野菜、花き・花木では女性の割合が高く、７割近くを占める。

２ 多くの部門で常雇者数が増加

常雇者数の男女別割合（単一経営・平成27年）
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○ 常雇いを導入した経営体数は、和歌山県が716経営体で最も多く、果樹類、野菜類の経営
体の増加により、５年間で210経営体増加。これにより、常雇導入割合は、2.1％から3.3％
に上昇。

○ 他の府県は、稲作の経営体の増加等により、常雇導入割合がそれぞれ上昇。
○ 市町村別にみると、小ぎくやバラ栽培の盛んな奈良県平群町が19％。

３ 常雇導入割合は和歌山県が最も高く、3.3％
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注：近畿農政局統計部による組替集計。なお、上位15市町村には、雇用した経営体数が10以下の市町村を含めていない。
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○ 全国における常雇導入割合は3.9％。
一方、近畿は2.1％で、全国平均の半数程度に留まる。

参考（全国）全国の常雇導入割合は3.9％

お問合わせ先：統計部統計企画課 電話０７５－４１４－９６２０
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